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今年度は、３０年度からの国際的な教育環境の整備の本格実施に向け、新設した分掌「開発部」を

中心に、具体的な改革案の策定と準備を行った。新しい「白鷗」のブランドイメージの確立を図り、

ミッションを表現するキーワードとして、「アイデンティティーの確立」「ダイバーシティの尊重」「競

争と協働」を明確にした。①探求型学習の推進 ②日本の伝統・文化理解教育の充実 ③ダイバーシ

ティ教育の重視 を３つの柱とし、「総合的な学習の時間」の６年間を通じた系統的な計画策定やラン

ゲージルームの設置等を行うとともに、英語教育の充実等、先行実施の可能な内容は今年度も実践し、

中学３年・２年の英検取得等に素晴らしい結果を残した。 
中学入試において、海外帰国・在京外国人生徒入試の新設、適性検査Ⅲの導入等の改革を行い、都

立中高一貫教育校１０校で最高の倍率となったが、高校入試では、依然として中進対の倍率が１倍を

下回り、苦戦が続いた。 
生徒の進路実現においては、新たな「チーム難関大」の設置、学年団による７to７の取組等により、

難関国立１３名を始め、中高一貫教育校開校以来最高の結果を得ることができた。 
行事では白鷗祭の改革を行い、生徒発表の質の向上を図った。部活動では、百人一首部が全国高等

学校総合文化祭において、都立高校で唯一優勝を果たすことができ、吹奏楽部の全国大会出場等、限

られた時間と環境の中で成果を挙げた。 
一方で、家庭学習時間及び皆勤生徒の減少に見られるように、生徒の生活習慣の確立に課題があり、

「辞書は友達 予習は命」の言葉に表される、ひたむきに学ぶ本校の良き伝統が今後も守られるよう

指導する必要がある。 
組織の課題として、個々の教職員は努力を重ねているが学年中心主義やたこつぼ化による課題共有

及び改善の取組の不十分さがあったが、今年度はテレビ会議システムの導入により情報共有が容易に

なり、校内研修の実施等による共通理解の深化に一定の成果があった。 
体罰根絶を始め服務事故を起こさないとの強い姿勢で臨み注意喚起を継続して行い、服務事故を発

生させなかった。いじめの未然防止、早期発見、早期対応に取り組み、小さな芽に組織的に対応する

ことで、大きな課題に発展することはなかった。 
次年度は、いよいよ国際色豊かな教育環境の本格実施、創立１３０周年の記念すべき年であり、学

校一丸となり、新たなミッションの達成に取り組む。 
 

Ⅳ 今年度の重点的取組と数値目標 

項目  
取組目標と内容 結果 評 

価 
①  
学校 
運営 

ア 
中高一貫教育校の検証結果を踏まえた教

育活動の継承と、都立高校改革推進計画 

新実施計画による改革案を策定する。 

新規に設置した開発部を中心に、改革の

具体案を策定し、３０年４月の開始に向

けて準備を整えた。 
A 

イ 分掌及び学年、教科での年間目標と年度

末の検証を実施する。 
年度末の検証を分掌及び教科で一覧と

してまとめた。 A 

ウ 
学年中心主義を改め、各分掌、教科会に

おける中高の情報交換の促進と統一した

指導体制を構築する。 

分掌・教科を中心とした組織的・系統的

な指導体制や情報共有が進んだ。テレビ

会議システムを活用した。 
A 

エ 
募集・広報活動の充実を図るとともに、

円滑な入学選抜等の実施に向けた経営企

画室と連携強化する。 

中学校訪問の実施や学校説明会の増加、

HP の効果的な発信ができた。経営企画

室とも連携できた。 
B 

オ 全教諭が年間３回以上の授業見学を実施

し、教科指導力の向上を図る。 
東部レインボープランを活用し他校見

学を実施。年３回は徹底できていない。 B 



②  
学習 
指導 

ア 
生徒による授業評価および生徒実態調査

を実施し、これらの結果分析を授業に反

映させ、次年度の教科目標を策定する。 

生徒による授業評価と生徒実態調査の

教科単位での分析は不十分であり、次年

度は外部評価を導入する。 
B 

イ 
教科別指導方法の教科内検討会の実施と

進度の分析を行い、教科指導に関するさ

らなる工夫・改善をおこなう。 

教科によっては活発な教科会が実施さ

れた。テレビ会議システムの活用により

今後はさらに検討が進む見込みである。 
B 

ウ 小テスト等の実施により、基礎・基本的

な学習内容の定着を図る。 
各教科とも丁寧な小テストや補講によ

り、基礎・基本の定着を図った。 A 

エ チューターの有効活用と自習室の充実を

図る。 
チューターの増加配置と、自習室の７to
７対応や環境整備を実施した。 A 

オ 学習習慣の定着化を図るために自宅学習

時間の確保を図る。 
自宅学習時間は中学・高校とも昨年より

減少した。 C 

カ 英語、漢字、数学などの各種検定に対す

る年間実施計画を策定する。 
学年ごとに異なっていた実施計画を統

一的な計画へと変更途上である。 B 

キ 外部機関との連携やコンクール参加等に

より、理数教育の充実を図る。 
理科の外部コンテストでの研究発表等

を活発に行うことができた。 B 

ク 

英語教育推進指定校としての英語教育の

一層の充実を図る。 
中学校・・卒業までに英検準２級 ８割 
高１・・ＧＴＥＣ平均 ５３０点レベル 
高２・・ＧＴＥＣ平均 ５６０点レベル 

組織的な指導により、中学の英検で素晴

らしい成果を得た。 
英検準２級中学９１％（中２が８０％） 
高１ ＧＴＥＣ 平均 ５３８．６ 
高２ ＧＴＥＣ 平均 ５５８．８ 

A 

ケ 

外部セミナー等を活用し各教員の学習指

導力の向上とともに、教員相互の授業見

学を年間３回以上実施し、学習指導力の

向上を図る。 

予備校セミナー参加や講師を招いての

研修により授業力向上を図った。授業見

学も増加した。成果の還元と十分な情報

共有については途上である。 

B 

③  
進路 
指導 

ア 
5 教科による勉強合宿を夏季休業日中に

実施し、学力の伸長とともに、大学受験

に向けた意識の啓発を図る。 

勉強合宿を実施すると共に、3 学期に０

学期の意識喚起やチーム難関の発足を

行い、進路意識を高めた。 
A 

イ 

高校生は自己の学力把握のための実力テ

ストと模擬試験を計画的に実施する。ま

た、中学生は学力推移調査を実施し、学

力の定着を図り、その後の指導に繋げる。 

中学校の学力推移調査及び高校の実力

テスト・模試を計画的に実施できた。そ

の結果と課題の共有として、職員会議で

の報告を定期的に行った。 

B 

ウ 
長期休業中の補講・補習の参加者 
高校延べ７，０００人以上。 
中学延べ３，５００人以上。 

長期休業中の講習参加者 
高校 延べ７，６４０名 
中学 延べ３，６１２名 

A 

エ 国公立大学合格５０名以上。 国公立大学合格５９名 A 
オ 難関国立４大学 合格者８名以上。 難関国公立４大学＋医 １４名 A 
カ 難関私大合格９０名以上。 難関私大合格 １１１名 A 
キ GMARCH 合格１５０名以上。 GMARCH 合格 １４８名 B 

ク 

卒業生を含む学年検討会・センター検討

会等を４回以上実施し、生徒一人一人に

応じた指導内容の共有化を図り、現役合

格率８５%を確保。 

本格的なケース会議を今年度初めて実

施した。 
現役合格８１．７％ A 

④  
生活 
指導 
 

ア 
あいさつの励行と時間厳守、制服の着こ

なし等の基本的な生活習慣の確立と規範

意識の育成を図る。 

あいさつの励行に、生徒部を中心に組織

的に取り組んだ。改善が見られたが、一

層の組織的指導が求められる。 
B 

イ 
行事の充実とともに、実施後の検証を通

して工夫・改善を図る。特に白鷗祭（文

化祭）について企画内容等の改革を行う。 

白鷗祭の改革を行い、生徒発表の質の向

上を図り、外部からも高い評価を得た。 A 



ウ 自主的・自律的な生徒会、委員会活動と

その活性化を図る。 
生徒会を中心に活発な活動ができ、改善

についても意欲的であった。 A 

エ 

部活動の活性化を図り、中学・高校とも

に、都大会等以上の大会出場に３団体以

上を目指す。 

「百人一首部」が全国総文祭で優勝 
「吹奏楽部」中高ともに金賞 
「軟式野球部」 
 都大会出場 

B 

オ 年間皆勤者数、学年平均６０名以上。 年間皆勤者数、学年平均５２名 C 

カ 
いじめの実態把握アンケートを３回行

い、いじめの未然防止、早期発見、早期

対応に資する。 

いじめの実態把握アンケートを計画的

に行い、小さな芽を見逃さず、組織的な

指導を行い、改善を図った。 
A 

⑤  
募集 
広報 

ア 校外における説明会や学習塾等への訪問

１５回以上。 
校外説明会２１回 中学校訪問１１５

校 学習塾訪問８８回 A 

イ 中学校説明会参加者 １０，０００名以

上。 
中学説明会参加者 １１，０３２名 A 

ウ 中学校入試倍率 ６倍以上。 中学入試倍率 ７．３７倍 A 
エ 高校説明会参加者 ２，０００名以上。 高校説明会参加者 １，７６６名 B 
オ 高校入試倍率 １．７倍以上。 高校入試倍率 １．５倍 B 

カ ホームページの充実を図り１００回以上

の更新を行う。 
ホームページの更新１４１回。内容の充

実を図った。 A 

⑥  
健康 
推進 

ア 生徒の状況把握を行う全体会や生徒理解

研修会を実施する。 
教育相談委員会を中学でも実動化し、相

談体制を整備できた。 A 

イ 
ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰによる学年全員面接及び個別

指導の充実を図る。 
全員面接を実施し、相談体制の充実を図

ったが、情報共有は一層の改善が求めら

れる。 
A 

ウ 健康推進のための講演会を実施する。 専門家による生徒対象講演会を実施し、

啓発を図った。 A 

⑦  
情報 
活用 

ア 
ＩＣＴ機器を使った授業を推進する。 他校と比較し、ICT を使用する教員の比

率は極めて高い。タブレット端末を総合

的な学習の時間で活用できた。 
A 

イ ＩＣＴ機器を活用した教職員の情報共有

化を促進する。 
テレビ会議システムを導入し、情報共有

が進んだ。ICT 活用はもう一歩である。 B 

⑧  
国際 
理解 
教育 

ア 
平成３０年度に向けて中学生の海外研修

旅行の新設等、海外交流事業の活性化を

企画する。 

米国スタンフォード大の研修を中心に

海外研修旅行を策定。東京体験スクール

の最初の受入校となった。 
A 

イ 
国際社会で活躍する人材を育成するため

に次世代リーダー育成事業等を活用し留

学の推進を図る。 

次世代リーダー育成道場の合格６名合

格。派遣生徒への事前指導内容を組織的

に対応する必要がある 
B 

ウ 姉妹校提携校との交流内容の充実、積極

的な留学生の受け入れを行う。 
東京体験スクールの最初の受入校とな

り、積極的に交流を受け入れた。 A 

エ 日本の伝統と文化理解教育を地域研究に

発展させる方策を検討する。 
「上野・浅草学」について「総合的な学

習の時間」計画策定を行った。 A 

オ オリンピック・パラリンピック教育の充

実を図る。 
昨年には及ばないが、パラスポーツの体

験等、着実に実施した。 B 

⑨  
経営 
企画 
室 

ア 適正な予算執行及び経営計画に基づいた

予算計画を策定する。 
適正な予算執行を行った。学校執行率が

やや高い。 B 

イ 
行政系職員と教員系職員の連携を強化

し、円滑な教育活動の推進を図り、経営

参画の充実を図る。 

連携の強化を図った。２校分で業務多忙

であり、経営参画の充実まではもう一歩

である。 
B 

 



 
主な目標項目と数値目標 
項目 目 標 対 象 ２８年度実績 ２９年度目標 ２９年度実績 

①  自宅学習時間 
中学生 １時間４８分 ２時間 １時間２１分 
高校生 ２時間３０分 ２時間３０分 ２時間２１分 

②  進路決定 

国公立大学・私立難関校

（早・慶・上・理） 
合格者数 

国公立４７名 
難関私大８１名 
GMARCH１５３名 

国公立５０名 
難関私大９０名 
GMARCH１５０名 

国公立５７名 
難関私大１１１名 
GMARCH １４８名 

難関国公立大学合格者 ５名 ８名 １４名 

③  夏期講習 
参加者 

中学生 延べ３，４５３名 延べ３，５００名 延べ３，６１２名 
高校生 延べ７，０９０名 延べ７，０００名 延べ７，６４０名 

④  皆勤者数 
中学、高校学年平均 平均５９．３名 

(１～６年) 
平均６０名 
(１～６年) 

学年平均５２名 

⑤  説明会等 
参加者 

中学校 １０，１１５名 １０，０００名 １１，０３２名 
高校  １，９５０名  ２，０００名 １，７６６名 

⑥  一般入選倍率 
中学校 ６．５７倍 ６倍 ７．３７倍 
高校 １．６１倍 １．７倍 １．５０倍 

⑦  英語力向上 

中学校 英検準２級以上 
９割 

英検準２級以上 
８割 

英検準２級以上 
９１％ 
（中２で８０％） 

高校 高１ GTEC 
平均 ５２０．７ 
高２ 
平均 ５６８．７ 

高１ GTEC 
平均 ５３０ 
高２ 
平均 ５６０ 

高１ ＧＴＥＣ 
平均 ５３８．６ 
高２ ＧＴＥＣ 
平均 ５５８．８ 

 
 


